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本報告書の要約 

 

 

 本報告書は、エネルギーと温暖化の分野で政策提言を行っている環境 NGOメンバーと専門家が

集まるプロジェクトである｢市民エネルギー調査会｣の活動報告として発行するものである。なお、

本プロジェクトの事務局は環境エネルギー政策研究所（ISEP）に置かれ、ISEPがプロジェクト全

体の調整・取りまとめを行っている。 

 

 この報告書は、環境やエネルギーに関するさまざまな分野で活動する政策決定者・行政・企業・

研究者・マスコミ・市民団体などの方々に読んでいただき、環境的にも経済的にも持続可能な社

会を実現するために、すべての人に開かれた議論の手がかりとして役立てていただくことを期待

している。 

 

 ｢市民エネルギー調査会｣の活動は、2003年 10月より、2004年 7月まで、合計 13回の全体メン

バーによる検討会（準備会合を含む）と、専門分野ごとのサブミーティングを経て本報告書に取

りまとめられ、2004年 6月 8日に最初のプレスリリースを行い、社会的に関心を集めている。 

 

 本報告書の第 1 章では、現状のエネルギー政策に内包される問題点と、私たちの立場や問題意

識、このプロジェクトやそのアプローチの特徴を説明する。すなわち、政府（経済産業省資源エ

ネルギー庁）の総合資源エネルギー調査会が策定するエネルギー需給展望（長期エネルギー需給

見通し）に対して、問題提起と代替提案を行う必要があるという問題意識をベースに、持続可能

な代替シナリオを提示するという趣旨である。 

 

 次に第 2 章では、現状の政府側の示すエネルギー政策の延長では、気候変動・核廃棄物の環境

リスクから、環境面での持続可能性に欠ける（エネルギー起源 CO2排出量：2010年で 1990年比

9％増）とともに、財政赤字（政府累積債務の対 GDP比：1.0倍（2000年）→4.5倍（2030年））、

失業率（4.7％（2000 年）→12.3％（2030 年））のさらなる増大など、経済・社会的にも持続性が

乏しいことを、定量的なシミュレーションを用いて示す。これを我々は｢ゆでガエル｣シナリオ（シ

ナリオ A）と命名した。同時に政府・総合資源エネルギー調査会のエネルギー需給展望では、シ

ナリオの前提となるマクロ経済指標の想定が十分に公開されていないことも指摘している。 

 

 これを受けて第 3 章で、破綻を避ける 2 つの代替シナリオを提起する。1 つは｢いきカエル｣シ

ナリオ、もう 1つは｢きりカエル｣シナリオである。 

 ｢いきカエル｣シナリオ（シナリオ B）は、現状の社会・経済システムを前提としつつ、環境産

業の振興など、2010 年と 2030 年を目標年次とした政策により、国際的な貢献、雇用と経済の回

復、CO2の削減を進め、また最終的に脱原発を目指す。その結果、決して十分ではないが、｢ゆで



 要約 2

ガエル｣シナリオに比較すると、環境・経済の両面で改善が見られる。すなわち、エネルギー起源

CO2排出量は、2010年に 1990年比±0％となって京都議定書の目標を達成し、2030年の失業率は

8.3％（｢ゆでガエル｣シナリオは 12.3％）、同じく政府累積債務の対 GDP 比は 3.4倍（同 4.5 倍）

となる。 

 一方で｢きりカエル｣シナリオは、現在 GDP を主要な指標として評価される｢経済｣のあり方や、

｢消費｣を基本とする私たちの働き方・暮らし方そのものの転換を前提とした、より革新的な方向

を提示する。このため｢きりカエル｣シナリオでは、脱物質化が進み、環境面での改善はより促進

される。すなわち 2030年のエネルギー起源 CO2排出量は 1990年比 42％減（｢いきカエル｣シナリ

オは 9％減）となる。一方 2030年の GDPの大きさは 1985年程度となるが、新たな価値基準でみ

た生活の質の向上が達成される。 

 

 第 4 章では、3 つのシナリオにおける、エネルギー、環境、経済に関する主要な指標、すなわ

ちエネルギー起源 CO2排出量、一次エネルギー供給量及びそのエネルギー源別構成、最終エネル

ギー需要及びその分野別構成、経済指標（GDP）などを比較する。またその際に、シミュレーシ

ョンの前提となる外国為替レート・原油価格・人口なども併せて示す。 

 

 また第 5 章では、主な諸指標について、政府の総合資源エネルギー調査会との比較を整理して

いる。 

 

 第 6章では、本報告書で得られた知見から、2つの代替シナリオの整理を行い、｢市民エネルギ

ー調査会｣の提言のポイントをまとめている。 

 

 巻末の「総合資源エネルギー調査会・市民エネルギー調査会比較表」では、両者の各ケース・

各シナリオのエネルギーや経済の数値を表の形で整理している。 

 

 冒頭にも述べたように、この報告書は、環境的にも経済的にも持続可能な社会を実現するため

に、すべての人に開かれた建設的な議論のために役立てていただくことを期待している。各方面

の方々からのご意見・ご指摘を歓迎する。 

 

 

2004年 8月 1日 

 

市民エネルギー調査会 参加者一同 
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第 1章 「市民エネルギー調査会」とは 

 

1）市民エネルギー調査会の問題意識とアプローチ 

 

 政府（経済産業省資源エネルギー庁）の総合資源エネルギー調査会（以下「総合エネ調」と略

す）では、ほぼ 3年ごとに「長期エネルギー需給見通し」の改定が行われている。「見通し」は行

政の審議会が取りまとめる目標に過ぎないが、実質的に政府のエネルギー政策の定量面を規定す

るものとなっている。しかしその中身やプロセスは、残念ながら、官僚が業界の利害を調整した

「妥協の産物」に過ぎないと言わざるを得ず、誰かが問題提起と代替提案を行う必要があると言

える。 

 このような問題意識を持ってエネルギー･温暖化分野で政策提言を行ってきた環境 NGOメンバ

ー・専門家が集まったプロジェクトが、「市民エネルギー調査会」（以下「市民エネ調」と略す）

である。すなわち、持続可能なエネルギー政策への転換を目指して、政府・総合資源エネルギー

調査会の「長期エネルギー需給見通し」に対してより現実的な代替シナリオを提示し広く議論を

喚起することを目的とした集まりである。2003年 11 月に発足し（準備会合は 2003 年 10月に実

施）、2004年 6月にシナリオ提案を発表した。 

 

 その特色は、以下の通りである。 

（1）オープンソース・アプローチを取ったことi。オープンソース・アプローチは、多様な専門知

識と関心を持った人々が手弁当で、各自の創意に基づいてひとつの作品を作り上げるやり方

であり、たとえばソフトウェアのリナックスがこれに相当する。 

（2）シナリオ・アプローチを採用したこと。すなわち「未来とは予測するものではない、選び取

るものである」（ヨアン・ノルゴー）という考えに立ち、3つのシナリオを提示し、私たちに

とっての未来の選択肢を描こうとしている。 

 

図表 1 透明性のある政策論議のためのシミュレーションシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【採用した理由】

1. 多様な人々が政策論議に参加する時の透明性確保が容易である
2. エネルギー需給構造が整合的に求められる
3. 絶対水準を出すことができる（例：2010年のCO2排出量）

＊分析対象年＝2010年と2030年

－マクロモデルの性質上2030年まで外挿することには無理があることに注意

【使用したモデル】
計量型・シミュレーション型・トップダウン型モデル

　（マクロ経済モデル・エネルギーモデル・産業連関モデルを用い、トップボトム・インテグレー
　　ションを行っている）（トップダウンモデルはエコノメイト、ボトムアップモデルはLEAPモデルを使用）
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（3）定量分析をシナリオ・アプローチと組み合わせたこと。ここではトップダウンとしてエコノ

メイト・マクロモデルと産業連関表ならびにエネルギーモデルを用い、ボトムアップモデル

として LEAP（Long-range Energy Alternatives Planning System）を用いた。目標年は総合エネ

調と同じ 2030年であり、各シナリオに基づいた数値が具体的に示される（図表 1）。 

 
2）市民エネルギー調査会の参加者・協力者など 

 

 「市民エネルギー調査会」の参加者は以下の通りである。 

 
  安藤多恵子（市民エネルギー研究所） 
  飯田哲也（環境エネルギー政策研究所（ISEP））（本プロジェクトの代表者） 
  石森由美子（環境エネルギー政策研究所（ISEP）） 
  大林ミカ（環境エネルギー政策研究所（ISEP）） 
  勝田忠広（原子力資料情報室） 
  上岡直見（環境自治体会議環境政策研究所） 
  鈴木かずえ（グリーンピース・ジャパン） 
  高瀬香絵（湘南環境リサーチ・フォーラム） 
  中島正明（グリーンピース・ジャパン） 
  中島大（ヴァイアブルテクノロジー） 
  西尾漠（原子力資料情報室） 
  畑直之（環境エネルギー政策研究所（ISEP）） 
  平田仁子（気候ネットワーク） 
  藤野聡（原子力資料情報室） 
  降旗佳（環境エネルギー政策研究所（ISEP）） 
  室田泰弘（湘南エコノメトリクス） 
  矢野裕子（矢野＆アソシエーツ） 
  山岸尚之（世界自然保護基金（WWF）ジャパン） 
  山下紀明（環境エネルギー政策研究所（ISEP）） 
 

 なお以下の方々の協力を得た。 

 
  上園昌武（地球環境と大気汚染を考える全国市民会議（CASA）） 
  槌屋治紀（システム技術研究所） 
  早川光俊（地球環境と大気汚染を考える全国市民会議（CASA）） 
  吉岡斉（九州大学大学院教授） 
  カエルのイラスト：加藤小夜子 
 

 市民エネルギー調査会の事務局は環境エネルギー政策研究所（ISEP）に置かれ、ISEPがプロジ

ェクト全体の調整・取りまとめを行っている。 
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第 2章 現状延長シナリオ（シナリオ A） 

 

 まず第 1のシナリオは、「現状延長シナリオ」（シナリオ A）である。つまり現状の構造（経済・

産業・エネルギー需給）がこのままで線形的に拡大するというものである。これは総合エネ調の

ケースでいえば「レファレンスケース」に相当する。 

 

 このシナリオを計算し、総合エネ調のレファレンスケースのエネルギー需給と比較すると、面

白いことに、両者の数字はほぼ一致した（図表 2）。 

 

図表 2 総合エネ調と市民エネ調とのエネルギー需給の比較（現状延長型） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 両者の数字がほぼ一致したのは、 

・モデル構造・手法が似ている、 

・人口想定（国立社会保障・人口問題研究所中位推定を採用）等の前提を同じにしている、 

などのためであろう。 

 

 そうだとすれば、想定しているマクロ経済構造もほぼ同一のはずである。 

 残念ながら総合エネ調はマクロ数値をほとんど公表していない（2004年 7月時点）ので、よく

わからないが（図表 3）、私たち市民エネ調の計算からは、この現状延長シナリオはとても持続可

能ではないという計算結果が導かれた（図表 4）。 
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図表 3 マクロ数字の公開範囲（市民エネ調と総合エネ調） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 4 マクロ経済の姿（現状延長型）（市民エネ調のモデル試算） 
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 このように経済が行き詰まる理由としては、現状延長型では、次の時代を担うリーディング産

業が存在しないことが挙げられる。図表 5を見ればわかるように、日本の場合 1990年代以前は、

たえずリーディング産業が交代することにより、経済発展を続けてきた。このパターンが現在途

切れており、それがそのまま続くとしているわけである。 

 
図表 5 日本の経済発展とリーディング産業の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（財務省貿易統計より） 

 
 このため失業率は、徐々に上昇し 2030年に 12.3%に達する（図表 4）。これはイタリア 10.5%（2000

年）、スペイン 14.1%（同）などと匹敵する値だが、いずれにせよどのような対応をするのかの説

明が必要だろう。 

 

 また経常収支も赤字に転じる。さらに財政収支の赤字も増大し、その結果政府債務の対 GDP比

は 2030年には 4.5倍に達するii。つまり「双子の赤字」が生じるわけである。特に政府債務がこれ

ほどまで増えることは、現実的にはあり得ないし、また経常収支が赤字であるとすればかなりの

円安が生じるだろう。 

 

 以上のことから、ここではこの現状延長シナリオを「ゆでガエル」シナリオと名づけている。

よく知られた話だが、カエルを水に入れて徐々に温度を上げると、そのまま身動きもせずに、茹

で上がってしまうという。つまりこの現状延長シナリオは「財政破綻や失業の高止まり、産業の

空洞化などを放置すれば、いずれある時点で持続できない状態に陥るのではないか」というのが、

私たちの判断である（図表 6）。 
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図表 6 持続可能でない「ゆでガエル」シナリオ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 こうした点を検討するためにも、政府・総合エネ調はマクロや産業構造の数字を公表していた

だきたいと考える。 
 

経済
経常赤字・財政赤字・高
失業率で経済も破綻する
（市民エネ調シナリオA）

京都議定書

2010年CO2は90年比
9％増（市民エネ調シナリオA）

11％増（総合エネ調レファレンス）
京都議定書

2010年CO2は90年比
9％増（市民エネ調シナリオA）

11％増（総合エネ調レファレンス）
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第 3章 破綻を避ける 2つのシナリオ 
 
3.1 シナリオとケース分けの違い 
 
 そこで私たちは、前記の「ゆでガエル」シナリオ（シナリオ A）の示唆を受けて、こうした破

綻を避けるシナリオを考えることにした。 

 総合エネ調はケース分けによって将来の姿をいくつか描いているが、これは私たちの理解では

シナリオではない。つまり現状延長型の経済構造をまず前提とし（これはどのケースでも変わら

ない）、その上で省エネ対策などの諸要素によるエネルギー需給の変化を感応度分析したものであ

る。 

 しかし上に見たように 30年後の日本のエネルギー環境問題を考えるには、マクロ経済や産業構

造の課題を考えそれを解決すると同時に将来のエネルギー需給の姿を、ビジョンを含めて考えて

いかねばならない。こうしたビジョンやシナリオの検討のない単なるケース分け（感応度分析）

は、30年という長期に及ぶ将来を展望するには余り有用ではないだろう。両者の基本的考え方の

違いを比べたのが図表 7である。 

 
図表 7 シナリオ（市民エネ調）とケース分け（総合エネ調）との違い 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.2 シナリオを検討するにあたって考えるべき点 
 
 私たちは、以下の点を考慮することにした。 

①将来の持続可能な経済の姿。 

②温暖化防止（気候変動防止）に対応できる CO2排出量削減iii。 

③脱原発を図る。 

④環境面で世界に貢献することにより、日本の持続可能性を探る。 
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3つのシナリオを提示
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道はひとつ。ケース（感応度分析 ）
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3つのシナリオを提示
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 第 1 点は、現状延長シナリオが、持続可能でないとしたら、どのような姿で日本経済を長期的

に見通すかという問題である。 

 第 2と第 3は、私たちは環境・エネルギー問題に携わっており、地球温暖化問題も原子力の廃

止も、持続可能な社会としては、必要条件と考えるからであるiv。 

 第 4 点は、日本経済は基本的に、海外との交易を前提として生きていかざるを得ず、このため

にも、環境面で世界に貢献することにより、日本が生きていく道を探ろうというものである。 

 

 これらを、持続可能なエネルギー社会の方向性として整理して示したのが図表 8である。 

 
図表 8 持続可能なエネルギー社会「４つの方向性」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 そしてここでは、2つの代替シナリオを提示する（図表 9）。第 1は、「ゆでガエル」に対比する

「いきカエル」シナリオである。このシナリオは現在の経済・社会の仕組みを前提として、その

中で環境と経済の両立を図ろうとするものである。第 2は、21世紀の経済・社会の変化を先取り

したシナリオである。21 世紀は IT 革命の成果が現れ、また先進国における脱物質化が進むであ

ろうし、「GDPで測る経済」の限界も見えてきたと言える。こうした変化を取り込んだものが「き

りカエル」シナリオである。 

 
図表 9 2つの代替シナリオ 
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3.3 「いきカエル」シナリオ（シナリオ B） 
 このシナリオは、環境産業を次代の戦略産業とすることにより産業の空洞化を克服し、現在の

経済・社会の仕組みの下で、経済の活性化と環境保全を同時に達成しようというものである。 
 
3.3.1 「いきカエル」シナリオの論理的背景 
 「いきカエル」シナリオの論理的背景は、ポーター仮説と学習曲線である。 
 
1）ポーター仮説v 
 これは国際競争力に関する研究で世界的に知られるマイケル・ポーター（ハーバード大）が唱

えた仮説であり、以下のようなものである。 
・ 環境保護と経済競争力は通常トレードオフの関係にあるとみなされている。したがって環境

保護という社会的便益と経済的競争力という企業便益との間でバランスを取る必要があると

論じられている。 
・ これはきわめて静態的な枠組み(技術、製品、製造方法、顧客にニーズが不変)のうえで成り立
つ議論である。この状態で、企業が費用最小を実現していれば、環境規制はコストを引き上

げ、したがって当該企業の属する国の輸出は他国に負けることになる。 
・ しかし競争力の定義はここ数十年で、こうした静態的な枠組みから抜け出ている。現在の枠

組みはより動態的であり、技術革新に基づく。つまり多くの実証研究の結果によると、国際

競争力は大規模生産や投入要素が割安なところにあるのではなく、技術革新を継続的に行え 
 
図表 10 環境規制と国際競争力は比例する（ポーター仮説の実証） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Esty and Porter, ”Ranking National Environmental Regulation and Performance: A Leading Indicator of 
Future Competitiveness?,” in World Economic Forum, The Global Competitiveness Report 2001-2002, Oxford 
Univ. Press, 2002. 
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るかどうかに依存することがわかってきた。つまり制約が生じたときに、それをチャンスと

みて新たな製品を作り出すような力こそが競争力の源泉である。 

・ 環境保護も、規制の基準を適正に設定さえすれば、むしろ技術革新の源泉となりうる。 

 ポーター教授は、これを実際にデータによって確かめている（図表 10）。 

 図表 10に見るように、環境規制の強い国ほど、国際競争力は高いという結果が出ている。両者

の関係の決定係数は 0.89だから非常に高いといえよう。 

 
2）学習曲線 
 学習曲線は、半導体や自動車など大量生産品に成り立つ法則で、累積生産量が倍になると、生

産コストなどが一定割合低下するという現象のことであるvi。 
r

n nC AX −=
 

 Cn：ｎ番目の生産コスト、A：定数、Xn：ｎ番目までの累積生産量、r：低下を示す定数。 

1 1

r

n nC X
C X

−
 

=  
 

 

したがって、この定数と累積生産量がわかれば、コスト低下率が上の式から求められる。 

一般には、進歩指数 Fがその程度を示すのによく使われる。 

1

2
r

rnXF
X

−

− 
= = 
 

 

 つまり累積生産量が 2 倍になったときときのコスト低下率であり、一般に半導体産業では 0.7

～0.85、機械組み立て産業では 0.8～0.95と言われている。 

例:T型フォード：F=0.85、ソニーのレーザーダイオードは初期で 0.75、後に 0.85、日本の太陽電

池は 1979年から 20年間で 0.82. 

 
図表 11 太陽電池（PV） 
   システムの価格低下 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 出所：システム技術研究所Web Site (www.systemken.com)出所：システム技術研究所Web Site (www.systemken.com)
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3.3.2 「いきカエル」シナリオの考え方と想定 
1）「いきカエル」シナリオの考え方 
 日本の場合、国際競争力の強い環境産業は、ハイブリッド車（世界生産の大部分）と太陽光発

電である（図表 12）。 

 
図表 12 太陽電池の世界シェア（2002年） 
     （日本経済新聞 2004年 3月 12日より） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 そこでこうした産業に一定の初期需要をつければ、 

＜需要増→価格の低下→需要の拡大→さらに価格の低下→国際競争力を持つ→経済成長や雇用へ

のプラス効果＞ 

といった良循環が期待できる。同時に太陽光発電やハイブリッド車の普及によって CO2排出量の

削減を図ることができる（図表 13）。 

 
図表 13 「いきカエル」シナリオの考え方 
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＊確立された既存技術を優先
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太陽光発電
（世界シェア4割以上）

ハイブリッド車
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2）「いきカエル」シナリオの想定 
 
 「いきカエル」シナリオでは、エネルギーの各分野について、具体的に以下のような対策を想

定した。 
 
図表 14 「いきカエル」シナリオで想定する主な対策（2010年） 
 
■2010年に想定する主な対策 
エネルギー
転換 

火力発電の平均効率向上： 
 ストックベースで 45%まで向上 
自然エネルギー増加：→図表 29（P.22）参照 
石炭火発を天然ガス火発で代替 
 石炭火発発電量を 2000年の 3分の 1に抑制。天然ガス火発発電量は 2000年比 5割増 

産業 コジェネ普及： 
 ガスコジェネのみで 760万 kW 
 石油コジェネを含め 980万 kW（電力 480億 kWh） 

業務 業務の断熱向上： 
 現行省エネ基準の 2割増の性能を新築建築物が全て満たす 
 改築分を含め、5割が高効率建築物に 
 ストック効率が 98年比 2割改善 
コジェネ普及： 
 ガスコジェネのみで 110万 kW 
 石油コジェネを含め 170万 kW（電力 83億 kWh） 

家庭 冷蔵庫の効率改善： 
 買い換え時に現在の最高効率の冷蔵庫が普及 
 （最高効率は 2003年の 351～450リットル型のトップランナー、180kWh／年） 
 ストック台数が 5000万台、毎年の出荷が約 500万台のところ、410万台が高効率（フローベー
スで 8割）。 
 ストックの約 4割を高効率冷蔵庫が占める 
エアコンの効率改善： 
 買い換え時に現在の最高効率のエアコンが普及 
 （最高効率は 2004年の各冷房能力のトップランナー） 
 ストック台数が約 15000台のところ、1000台ずつ置き換わり 
 ストック効率が 2000年比で約 3割改善 
住宅の断熱向上： 
 現行省エネ基準（現在の地域別の基準）を新築建築物が全て満たす 
 改築分を含め現行省エネ基準を満たす高効率の住宅が全体の 21%を占める 
 改築分を含め、ストック効率が 98年比で約 2割改善 
コジェネ導入： 
 ガスコジェネのみ 390万 kW（電力 55億 kWh）（石油コジェネは想定せず） 

運輸 ハイブリッド車（超低燃費車）の普及： 
 燃費 60％改善 
 1275万台（乗用車保有の 21％を占める） 
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図表 15 「いきカエル」シナリオで想定する主な対策（2030年） 
 
■2030年に想定する主な対策 
エネルギー
転換 
 

火力発電の平均効率向上： 
 ストックベースで 50%まで向上 
自然エネルギー大幅増加：→図表 29（P.22）参照 
石炭火発を天然ガス火発で代替： 
 石炭火発発電量を 2000年の 15％に抑制。天然ガス火発発電量は 2000年比 8割増 

産業 コジェネ普及： 
 ガスコジェネのみで 2500万 kW 
 石油コジェネを含め 2800万 kW（電力 2200億 kWh） 

業務 業務の断熱向上： 
 現行省エネ基準の 2割増の性能を新築建築物が全て満たす 
 全体の 6分の 5が高効率建築物に 
 ストック効率が 98年比で約 4割改善 
コジェネ普及： 
 ガスコジェネのみで 110万 kW 
 石油コジェネを含め 280万 kW（電力 220億 kWh） 

家庭 冷蔵庫の効率改善： 
 買い換え時に現在の最高効率の冷蔵庫が普及 
 （最高効率は 2003年の 351～450リットル型のトップランナー、180kWh／年） 
 高効率冷蔵庫がストックの全てを占める 
エアコンの効率改善： 
 買い換え時に最高効率のエアコンが普及 
 （トップ効率は COP値で 04年比 3割向上） 
 ストック台数が約 15000台のところ、1000台ずつ置き換わり 
 ストック効率は 2000年比で約 55%改善 
住宅の断熱向上： 
 現行省エネ基準を新築建築物が全て満たす 
 全体の 3分の 2が現行省エネ基準を満たす高効率の住宅に 
 ストック効率が 98年比で約 5割改善 
家庭用コジェネ導入： 
 ガスコジェネのみ 1500万 kW（電力 610億 kWh）（石油コジェネは想定せず） 

運輸 超低燃費車（主にハイブリッド車を想定）の普及： 
 燃費 60％改善 
 普及台数 6500万台（乗用車保有の大半（98％）を占める） 

 
 
 これはかなり野心的な計画ではあるが、不可能な数字ではない。この結果、経済が活性化し、

GDP 成長率は若干上昇し、マクロ経済の指標も改善する（図表 16）。また雇用も増加する（図表

17）。同時に、2010年のエネルギー起源 CO2排出量も 1990年レベルに抑制される（図表 24）。 

 
図表 16 「いきカエル」シナリオでの経済指標（「ゆでガエル」シナリオとの比較、2030年時点） 

 

 「いきカエル」シナリオ 「ゆでガエル」シナリオ 

GDP（兆円）（2020→30年の年平均成長率） 770兆円（0.9％／年） 725兆円（0.6％／年） 

完全失業率（％） 8.4％ 12.3％ 

経常収支（兆円） －16兆円 －198兆円 
財政収支（兆円） －23兆円 －54兆円 

政府累積債務の対 GDP比（倍） 3.4倍 4.5倍 
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図表 17 「いきカエル」シナリオの雇用増 
 
・「ゆでガエル」シナリオ（シナリオ A）に比べ、2030 年では 195 万人増（※産業連関表ベースの分析） 
 －投資増の効果による建築などの雇用増加、連関表的連鎖を通じた商業の雇用増加－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「いきカエル」シナリオを実現するには、適切な政策・措置の実施が重要であることは言うま

でもない。今後の議論の叩き台として、図表 18のような主な政策・措置が考えられる。 

 
図表 18 「いきカエル」で想定される主な政策・措置 
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3.4 「きりカエル」シナリオ（シナリオ C） 
 
1）シナリオの含意 
 この「きりカエル」シナリオに関しては、市民エネ調の中でも多様な意見が見られる。ある人

は、脱物質化viiに重点を置き、別な人は CO2排出の大幅削減による気候の安定化を重視し、また

ある人は IT革命の成果を重視する。しかしいずれにせよ 30 年後の姿が現在と異なることは当然

であり、大きな目標（たとえば温暖化防止と放射性物質リスクの低減）と暮らしやすい社会（ス

ローライフなど）を組み合わせた姿を、「選択する未来」として描く必要があると考える。 

 このシナリオの考え方（図表 19）と社会・経済のイメージ（図表 20）は以下の通りである。 

 
図表 19 「きりカエル」シナリオの考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 20 「きりカエル」シナリオの社会・経済のイメージ 
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個と地域を主体とする分散・分権型の「開かれた社会」個と地域を主体とする分散・分権型の「開かれた社会」

多様な価値観の共存と柔軟な働き方やライフスタイル多様な価値観の共存と柔軟な働き方やライフスタイル
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多様な地域社会の共存多様な地域社会の共存

補完性の原理、官僚主義の崩壊、開かれた意思決定の場と討議デモクラシーの発展、個の潜在能力の開発

拘束・管理された画一的な労働から、貢献・自己実現・誇りのための多様な働き方へ（フリーエージェント社会）

外部費用の適切な評価（汚染者負担原則、拡大生産者責任原則）
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（注：グローバリゼーションは否定しないが、節度と秩序のある文化と経済のグローバルな互恵関係を優先する。
　　　また、技術発展・技術開発は否定しないが、予防原則が尊重され、中間技術や市民科学が優先される。）
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 この「きりカエル」シナリオの背景を図式的にまとめると、図表 21・図表 22のようになる。 

 
図表 21 「きりカエル」シナリオの背景（1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表 22 「きりカエル」シナリオの背景（2） 
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（※S. King, "The Consumer Takes It：The Real Winners and Losers from the New Economy",HSBC Bank, May 2002）

豊かさが実感されない社会

「GDPは社会の豊かさを表す指標としては不
適切」 ･･･ノードハウス、トービン （GPI、MDB、
GNH、ISEW（注）などGDPに代わる指標の試み）
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「これが（IT革命などにより）実現始めているのかも
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ISEW＝Index of Social Economic Welfare
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 たとえば住宅の耐用年数を考えてみよう。住宅の耐用年数を延ばすとviii、私たちが住宅利用か

ら受けるサービスは同じだが、住宅投資は減ることになる。たとえばこうした設計のことを Dfx

（使いまわしのためのデザイン）と呼ぶix。 
 

 このシナリオでは GDPは減少し、2030年には 1985年水準に戻る。こういうと、仰天する人が

いるかもしれないが、そもそも GDPを経済全体の尺度として使うようになったのは、比較的最近

のことであることに注意する必要がある。日本で GDP統計が整備されたのは高度経済成長の始ま

った昭和 30年代以降のことであった。つまり GDPの伸びや規模で経済を見始めたのは、日本が

高度経済成長を遂げ始めてからなのである。たとえていえば、少年の生育状態を計るのに身長は

最適だろうが、成人のそれを計るのに、身長を利用する人はいないだろう。21世紀の社会経済に

おいては、どのような指標で国の経済的健全性を図ったらよいかそのものが、議論の余地のある

点なのである（図表 21 の「GDP に代わる指標の試み」参照）。また IT 化を考えれば、国という

範囲で、経済の規模を考えることすら、あまり妥当ではなくなるだろう。 

 

 またこのシナリオでは失業率は求めていない。それは働く姿が変わるからだ。それは通常「第

3の領域」と呼ばれているx。 
 コイルによれば、第３の領域とは、「多様な活動の集合体で、……慈善事業、労働組合、シンク

タンク、ロビー団体にいたるボランタリー団体、……非政府組織、非営利企業、協会、学校、美

術館、共済組合、協同組合が含まれ」、その特色は「利潤最大化を目的とせず、サービス自体の提

供を目的とする人間集約的なサービスである」という。 

 この分野は国家対市場とか政府対民間といった二元論の枠ではとらえられず、そのどちらにも

属さない。レスター・サラモン（ジョンズ・ホプキンズ大）は「国民国家の勃興が 19世紀後半の

エポックであったと同じく、この分野の勃興がこれからの重大エポックである」と説いている。

同教授によるとすでにアメリカの雇用に占めるこの部門の比率は 7％弱に達するという。 

 これまで労働市場は雇用される者（組織化された労働者）とそれ以外（失業者）に 2 分されて

きた。この結果一方では大量失業がありながら、他方では社会的に有用な多くの仕事が放置され

るというばかげた事態が生じた（エド・メイヨー）。第 3の領域はこの問題の解決に役立つ。 

 それは社会的サービス（住宅、医療、学校、雇用確保）などは政府の仕事だとされてきたが、

こうした分野における政府の非効率性が問題になってきているからである。 

 
2）私たちは豊かになってきたか 
 「きりカエル」シナリオでは、GDPは 1985年水準に戻る。では 1985年と現在の消費を比べて

みた場合、私たちはそれほど豊かになってきたのだろうか。 
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図表 23 家計の比較（1985年から 2002年の推移） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 この図表 23から以下のようなことがわかる。 

・実質 GDPは 1985年から 2002年に確かに成長している。 

・しかし家計の実質消費（世帯あたり）は 1992年以降マイナス成長を示している。いったい GDP

の増えた分はどこへ行ったのだろうか。 

・2002年の家計の実質消費 33.4万円/月は 1985年の 33.5万円/月をわずかに下回る。 

つまり家計はすでにマイナス成長を体験し、そして現在の生活水準は 1985年並であることがわか

る。 

･これを見ても、GDP成長の意味の問い直しが必要であることがわかる。 

（総務省統計局「家計調査報告」より） 

※家計消費は 2000 年実質価格 

※GDPは 1995 年実質価格 

年 実質家計消費（百円/月） GDP（兆円）
1985 3,352.65 -0.20% 368.21 4.30%
1986 3,406.54 1.60% 379.85 3.20%
1987 3,433.33 0.80% 398.93 5.00%
1988 3,534.19 2.90% 424.29 6.40%
1989 3,556.78 0.60% 444.88 4.90%
1990 3,601.66 1.30% 469.57 5.60%
1991 3,655.94 1.50% 480.86 2.40%
1992 3,651.70 -0.10% 483.02 0.50%
1993 3,597.67 -1.50% 485.30 0.50%
1994 3,562.92 -1.00% 489.59 0.90%
1995 3,574.69 0.30% 504.83 3.10%
1996 3,595.13 0.60% 521.36 3.30%
1997 3,518.01 -2.10% 522.22 0.20%
1998 3,484.51 -1.00% 518.71 -0.70%
1999 3,434.04 -1.40% 520.77 0.40%
2000 3,416.77 -0.50% 539.16 3.50%
2001 3,362.86 -1.60% 532.44 -1.20%
2002 3,344.34 -0.60% 540.61 1.50%
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第 4章 3つのシナリオの比較 
 
 私たち市民エネ調の 3 つのシナリオが描くエネルギーや経済の定量的な様子は、以下の通りで

あるxi。 
 
4.1 エネルギー関連 
1）エネルギー起源 CO2排出量 

・2030 年には「ゆでガエル」シナリオで 1990 年比 107、「いきカエル」シナリオで 91、「きりカ

エル」シナリオで 58となる。「きりカエル」シナリオでは、CO2濃度の定常化に寄与しよう。 

・「いきカエル」シナリオでは、2010年の CO2排出量は 1990年比 100となり、代替フロンの削減

等と合わせて京都議定書の目標を達成する。 

・ここで重要なのは、こうした数字が、マクロ経済の変化、産業構造の変化、エネルギー需給の

変化の 3つを合わせた総合効果であることである。 

 
図表 24 エネルギー起源 CO2排出量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 なお「いきカエル」シナリオに対して、炭素税を導入した場合の CO2削減効果の追加試算（感

度分析）を行った。2005年から炭素トン 6,000円の炭素税を導入した場合、2010年において、「い

きカエル」シナリオから約 4000万トン（CO2換算、4％弱）の追加的な削減が見られた。 

 
2）一次エネルギー供給 
・現在と比べ、「いきカエル」シナリオ・「きりカエル」シナリオでは、石油・石炭・原子力の比

重が低下し、他方で天然ガス・新エネのそれが増大する。 
 
 
 
 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

2010年 2030年 2010年 2030年 2030年

A・ゆでガエル B・いきカエル C・きりカエル

＋9％

←1990年レベル
－9％±0％

＋7％

－42％

単位：百万トンCO2（％は1990年比増減）

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

2010年 2030年 2010年 2030年 2030年

A・ゆでガエル B・いきカエル C・きりカエル

＋9％

←1990年レベル
－9％±0％

＋7％

－42％

単位：百万トンCO2（％は1990年比増減）



 20

図表 25 一次エネルギー供給 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
参考：2000 年実績・計 22,396PJ（石油等 50％、石炭 19％、天然ガス 14％、原子力 13％、水力 4％、新エネ 1％） 

※市民エネ調では統計データの連続性を重視し旧エネルギーバランス表を使用している。 

※ここでの新エネは政府の新エネと同じ範疇としている（自然エネルギー（太陽・風力など）に、ごみ発電・炉頂圧発電など

を加え、地熱・中小水力を含まない）。 

 
3）最終エネルギー消費 
・「いきカエル」シナリオを「ゆでガエル」シナリオと比較すると、省エネは進むが、経済の活性

化で活動量が増えるため、エネルギー消費量はそれほど減らない。 
 
図表 26 最終エネルギー消費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2010年 ％ 2030年 ％ 2010年 ％ 2030年 ％ 2030年 ％
合計 23,021 100 22,747 100 22,436 100 20,183 100 13,765 100
石炭 4,127 18 3,739 16 2,694 12 2,085 10 1,292 9
天然ガス 3,822 17 4,055 18 4,736 21 4,950 25 2,464 18
石油 10,628 46 10,396 46 10,489 47 9,886 49 6,934 50
原子力 3,186 14 3,186 14 2,987 13 0 0 0 0
水力 793 3 818 4 839 4 948 5 948 7
地熱 33 0.1 37 0.2 67 0.3 133 0.7 133 1.0
新エネ 432 2 517 2 624 3 2,180 11 1,994 14
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 参考：2000 年実績・計 15,729PJ（家庭 14％、業務 13％、産業 47％、運輸 24％、非エネルギー2％） 

 ※市民エネ調では統計データの連続性を重視し旧エネルギーバランス表を使用している。 

 

 
4）発電構成 
・原子力が無くなり、新エネと天然ガスが増える。 
 
図表 27 発電電力量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
参考：2000 年実績・計 10,767 億 kWh（石炭 22％、天然ガス 26％、石油等 14％、原子力 28％、水力 8％、新エネ 2％） 

※ここでの新エネは政府の新エネと同じ範疇としている（自然エネルギー（太陽・風力など）に、ごみ発電・炉頂圧発電など

を加え、地熱・中小水力を含まない）。 

 
 

2010年 ％ 2030年 ％ 2010年 ％ 2030年 ％ 2030年 ％
合計 16,425 100 16,509 100 16,074 100 15,658 100 10,146 100
家庭              2,380 14 2,399 15 2,169 13 2,093 13 1,570 15
業務              2,109 13 2,230 14 2,096 13 2,235 14 1,042 10
産業計           7,490 46 7,239 44 7,561 47 7,635 49 4,797 47
交通計           4,147 25 4,341 26 3,947 25 3,395 22 2,437 24
非エネルギー 300 2 300 2 300 2 300 2 300 3

A・ゆでガエル B・いきカエル C・きりカエル

2010年 ％ 2030年 ％ 2010年 ％ 2030年 ％ 2030年 ％
合計 10,957 100 11,041 100 10,460 100 8,467 100 6,087 100
石炭 2,544 23 2,433 22 733 7 333 4 0 0
天然ガス 2,995 27 3,370 31 4,288 41 5,146 61 3,085 51
石油 882 8 588 5 905 9 253 3 463 8
原子力 3,372 31 3,372 31 3,161 30 0 0 0 0
水力 840 8 865 8 888 8 1,004 12 1,004 16
地熱 35 0 39 0 71 1 141 2 141 2
新エネ 289 3 375 3 413 4 1,591 19 1,394 23
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5）原発と自然エネルギー・新エネルギー 
 原子力発電の想定は図表 28、自然エネルギー・新エネルギーの想定は図表 29の通りである。 

 
図表 28 原発の想定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 29 自然エネルギー・新エネルギーの想定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 注：バイオマス、黒液・廃材、その他新エネは、電気と熱の両方を含む。 

 
 

○設備容量 

   A・ゆでガエル：現状に建設中の 4基が追加、2010 年以降は横這いと想定。 

   B・いきカエル：現状に試運転開始の 1 基のみ追加、2010 年以降は段階的に削減し、2030 年には原発

ゼロ。 

   C・きりカエル：モデル計算上はシナリオ B と同じ設定にしているが、2030 年より前に原発ゼロとなること

は大いに考えられる。 

○設備利用率   シナリオ A・B・C：いずれも 80％と想定。 

C・きりカエル
2010年 2030年 2010年 2030年 2030年

太陽光（a） 11 24 41 298 298
風力（a） 33 95 141 828 828
バイオマス（a） 15 31 6 457 457
太陽熱（a） 28 28 106 249 249
地熱（b） 33 37 67 133 133
中小水力（b） 184 208 230 339 339
黒液・廃材（a） 168 162 168 162 111
地中熱利用（a） 6 6 9 9 9
自然エネルギー計（a・bの計、上のグラフ） 479 591 767 2,475 2,424
ごみ発電（c） 81 81 64 87 0
その他新エネ（炉頂圧発電など）（c） 90 90 90 90 42
新エネルギー計（a・cの計、政府と同じ範疇） 432 517 624 2,180 1,994
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6）各部門のエネルギーの状況 
 各部門ごとのエネルギー消費の状況は以下の通りである。 
 
図表 30 産業部門の業種別エネルギー消費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 31 民生（家庭・業務）部門のエネルギー消費と関連指標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 32 運輸部門のエネルギー消費と関連指標 
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4.2 マクロ経済･産業構造関連 
1）海外要因 
・為替レートは円安に向かう。 
 
図表 33 主要前提（1）外国為替レート 
 
 
 
 
 
 
・原油価格は 2030年で 35ドル/バレル(名目)と想定xii。 

       ※原油価格高の影響（6ドル/バレル上昇の場合）は以下の通りである。 
        ・マクロ経済：GDP0.2％減少、企業物価 2％程度上昇。失業 3万人増加。 
        ・CO2排出量の減少：5500万トン程度の減少。 
 
図表 34 主要前提（2）原油価格（※名目価格） 
 
 
 
 
 
 
2）人口と経済成長率 
・人口・世帯数などは、総合エネ調と対比するため、同じ想定を使用している。人口は 2006年を

ピークに減少へ転じる。 

 
図表 35 主要前提（3）人口と世帯数 
 

 

 

 

 

 

・経済成長率は、「いきカエル」シナリオでやや高まる。「きりカエル」シナリオの 2030 年 GDP

は 1985 年水準となる（「きりカエル」シナリオでは、「GDP で測れない価値」の台頭を考えてい

る）。 
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36ドル/バレルC・きりカエル
35ドル/バレル29ドル/バレルB・いきカエル
35ドル/バレル29ドル/バレルA・ゆでガエル

2030年2010年

世帯数（千世帯）

人口（千人） 117,635127,532
49,02450,139

2030年2010年

世帯数（千世帯）

人口（千人） 117,635127,532
49,02450,139

2030年2010年

（※各シナリオとも同じ）（国立社会保障･人口問題研究所の中位推計より） 
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167円/ドル130円/ドルB・いきカエル
167円/ドル130円/ドルA・ゆでガエル
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図表 36 経済（GDP）成長率 
 
 
 
 
 
 

 
3）主要物資生産量 
・産業構造のサービス化・IT化が進行し、他方でエネルギー集約型の素材系産業は内需の減少な
どによって生産量が減少する（図表 37）。 
 
図表 37 素材生産量と関連指標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・一方で産業のサービス化・IT化が進む。その様子は次の通りである。 
 （以下、産業連関表ベース、1995年実質価格、「いきカエル」シナリオ） 
    電子･通信機械 2000年のシェア 4.1％、2030年のシェア 7.9％ 
    金融･保険業 2000年のシェア 4.1％、2030年のシェア 5.6％ 
    通信放送  2000年のシェア 1.8％、2030年のシェア 3.3％ 
    対事業所サービス 2000年のシェア 6.8％、2030年のシェア 11.4％ 
 
 
 以上のマクロ経済･産業構造関連の見通しをまとめると、下の図表 38・図表 39のようになる。 
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図表 38 マクロ経済の見通し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 39 産業構造の見通し 
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第 5章 総合エネ調との比較 
 
 私たち市民エネ調と、総合資源エネルギー調査会（総合エネ調）との主な項目（2030年時点）

の比較は次の通りである（詳細は巻末（P.32～33）の「比較表」を参照のこと）xiii。 

 
図表 40 総合エネ調との主な項目の比較 1（主要前提・経済）（2030年時点の数字） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（※総合エネ調は 6月 16日（一部は 2月 25日）需給部会資料より） 

 
図表 41 総合エネ調との主な項目の比較 2（活動指標・エネルギー）（2030年時点の数字） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（※総合エネ調は 6月 16日需給部会資料より） 
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第 6章 市民エネ調が問いかけること 
 
 市民エネ調が提示する 2つの代替シナリオの結果をまとめると図表 42・43の通りである。 
 
図表 42 「いきカエル」シナリオ（シナリオ B）のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 43 「きりカエル」シナリオ（シナリオ C）のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 最後に、私たち市民エネ調が今回のエネルギーシナリオの提示で問いかけたことを整理したの

が図表 44である。 
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図表 44 市民エネ調が問いかけること 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 政府（経済産業省資源エネルギー庁）の審議会や私たち市民・NGOだけでなく、様々な研究者

やシンクタンクがそれぞれの視点からエネルギーシナリオを提示し、国民的議論を行ってその中

から望ましいシナリオを選択することこそが、民主的なエネルギー政策作りに不可欠と考える。

それによって、持続可能なエネルギー社会に近付くことが可能になろう。私たちの提案が、議論

を巻き起こすのに少しでも寄与できれば幸いである。 

 
 最後に私たちの考え方を表す言葉を紹介して、本報告書の終わりとしたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 政府の見通しは「非現実的」である上に、意思

決定のための「シナリオ」ではない。

2. 現状延長のままでは経済も破綻する恐れがあり、
エネルギー政策の転換が求められる。

3. 政策の選択次第では、経済と環境の再生も可能
であり、今はまさに岐路である。

4. 開かれた議論の場で、エネルギー政策の検証と見
直しを始めることが必要である。

「未来は予測するものではない、
選びとるものである」

ヨアン・ノルゴー
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(注) 
                                                   
i Benkler Y., “Coase’s Penguin, or, Linux and the Nature of the Firm”, Yale Law Journal,.Winter, 2002-2003 
 
ii これは ISバランスを見ることで理解することができる。 
   I+G+(X-M)=S+T 
   (S-1)    +  (T-G)  +  (M-X)  =0 
   (家計･企業)  (政府)    (海外) 
   1985年：家計は黒字、企業は赤字、政府はほぼバランス、海外は黒字(マイナス)。 
   (これが日本経済の好調なときの自然な姿)。 
   2000年：家計は黒字、企業も黒字(投資先が無い)、政府は赤字、海外は黒字(マイナス)。 
   2030年：家計は赤字（高齢化と所得鈍化により貯蓄できなくなる）、企業は黒字(投資先が無く発展軌
道に乗れない)、政府は赤字、海外は赤字(プラス)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
iii 日本だけが温室効果ガス排出を削減しても地球規模の気候変動の回避にならないという意見がある。し
かし、現在までに大量の温室効果ガスを排出してきた先進国には率先して温室効果ガス排出を削減する責任

があり、それはアメリカを含む全世界が合意した気候変動枠組条約にも記されている。従って、日本が自国

の温室効果ガスの大部分を占めるエネルギー起源 CO2の大幅な削減を進めるのは当然のことである。なお
以下の資料などから、日本の 2030年 CO2排出量については、1990年比 40～50％程度の削減が求められて
いると私たちは考える。この点は主に「きりカエル」シナリオでの CO2削減の検討に反映されている。 
＜参考 1＞Climate Action Network (CAN), “A Viable Global Framework for Preventing Dangerous Climate Change 

(CAN Discussion Paper) ” , 2003（http://www.climnet.org/pubs/CAN-DP_Framework.pdf）（※CANは気候変
動に取り組む NGOsの国際的なネットワーク） 
＜参考 2＞RIVM, “Exploring climate rgimes for differentiation of commitments to achiev the EU climate target” , 

2003（http://www.rivm.nl/bibliotheek/rapporten/ 728001023.html）（※RIVMはオランダの王立研究所、英語
名称・National Institute for Public Health and the Environment） 

 
iv これは以下のような 2つの点からなる。 
1. 気候変動のリスクの低減 
  －IPCCは、ここ 50年間の温暖化は人間活動に由来する、21世紀には気温上昇・海面上昇などが激化す
る、と指摘（気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 3次評価報告書（2001年）） 
  －10～30 年単位で急激な悪影響が出る可能性の指摘も（例えば、Committee on Abrupt Climate Change, 

National Research Council, “Abrupt Climate Change: Inevitable Surprises”, National Academies Press, 
Washington, D.C., 2002 ( http://www.nap.edu/books/0309074347/html/) など） 
  －「大幅削減で気候変動防止」は、先進国・日本の急務 
2. 放射性物質のリスクの低減 
  －原発は放射性物質の環境負荷やリスク（現在・将来）を考えると、持続可能なエネルギー源の選択肢
には入らない 
  －環境負荷やリスクを減らすため 2030年にはゼロにする。 

GDP=C+I+G+X-M
=YD+T
=C+S+T

I+G+X-M=S+T
(S-I)+(T-G)+(M-X)=0

予算の不均衡や貯蓄と投資の差額は、
それに見合った外国貿易の赤字に反
映される。（ドーンブッシュ･フィッシャー）

1980年：
家計は黒字
企業は赤字（積極的に投資）

政府はほぼバランス

海外は黒字（マイナス）

2000年：
家計は黒字

企業は黒字（投資先なし）
政府は赤字

海外は黒字（マイナス）

2030年：
家計は赤字（高齢化と所得鈍化
により貯蓄できない）

企業は黒字（投資先なし）

政府は赤字

海外は赤字（プラス）

好調期の日本

-40

-20

0

20

40

1985 1995 2000 2010 2020 2030

S-I 家計 S-I 企業 S-I 政府 M-N

S-I:家計

S-I:企業

S-I:政府

M-N:海外

GDP=C+I+G+X-M
=YD+T
=C+S+T

I+G+X-M=S+T
(S-I)+(T-G)+(M-X)=0

予算の不均衡や貯蓄と投資の差額は、
それに見合った外国貿易の赤字に反
映される。（ドーンブッシュ･フィッシャー）

1980年：
家計は黒字
企業は赤字（積極的に投資）

政府はほぼバランス

海外は黒字（マイナス）

2000年：
家計は黒字

企業は黒字（投資先なし）
政府は赤字

海外は黒字（マイナス）

2030年：
家計は赤字（高齢化と所得鈍化
により貯蓄できない）

企業は黒字（投資先なし）

政府は赤字

海外は赤字（プラス）

好調期の日本

-40

-20

0

20

40

1985 1995 2000 2010 2020 2030

S-I 家計 S-I 企業 S-I 政府 M-N

S-I:家計

S-I:企業

S-I:政府

M-N:海外



 31

                                                                                                                                                               
v 伊藤康著「環境政策と技術革新」、寺西俊一編『新しい環境経済政策』東洋経済新報社、2003年。 
 
vi 槌屋治紀「学習曲線による新エネルギーのコスト分析」、『太陽エネルギー』25巻 6号、1999年。 
 
vii 脱物質化の考え方の一つとして「逆 U字曲線」（工業化で物財原単位は上昇するが、工業社会の成熟につ
れ低下する）がある。CO2についてはシュマレンゼー（マサチューセッツ工科大）の分析がある（下図）。 
 

 
 
viii マクロの住宅資本ストックの減耗率から逆算すると、現状では住宅の耐用年数 25年弱だが、「きりカエ
ル」シナリオのモデル試算では、これを 33年程度まで伸ばすこととしている。 
 
ix 野城智也『サービス･プロバイダー』彰国社、2003年 第 9章。 
 
x ダイアン・コイル著／室田・矢野・伊藤訳『脱物質化社会』東洋経済新報社、2001年、特に第４章。 
 レスター・サラモン著／フォーリンアフェアーズジャパン訳「福祉国家の衰退と非営利団体の台頭」、フ

ォーリンアフェアーズジャパン『フォーリン・アフェアーズ傑作選 1922-1999』朝日新聞社、2001年。 
 
xi 「きりカエル」シナリオにおいては、連続性より「2030 年の全体像」を重視している。そのため「きり
カエル」シナリオについては 2030年の数字のみを提示している。 
 
xii原油価格に関する情報は、日本はアップストリーム（つまり本格的な国際石油会社）を持たないため、以
下から取られる場合が多い。 
USDOE/EIA, Annual Energy Outlook 2004, Washington, D.C., 2004 (AEO2004) 
(http://www.eia.doe.gov/oiaf/aeo/index.html) 
_____, International Energy Outlook 2004, Washington, D.C. (http://www.eia.doe.gov/oiaf/ieo/index.html)  
International Energy Agency (IEA), World Energy Outlook 2002, Paris, 2002 
・AEO2004の価格想定は International Energy Module（国際エネルギー・モジュール）で求めた値をベースに、
予測者が判断しているようだ。以下を参照。AEO2004, pp.242-243; USDOE/EIA, Integrating Module of the 
National Energy Modeling System: Model Documentation 2004, p. 7 (http://www.eia.doe.gov/bookshelf/docs.html). 
また原油価格の予想は米ドルベースの実質で与えられる。 
 
xiii 市民エネ調のシナリオと総合エネ調のケースの比較では、先に市民エネ調「ゆでガエル」シナリオと総
合エネ調レファレンスケースの比較を行った。 
 さらに、市民エネ調「いきカエル」シナリオと、総合エネ調の追加対策ケース（2010年）・省エネ進展ケ
ース（2030 年）の比較が考えられる。両者は省エネ等を一層進めるという点で似通う。市民エネ調「いき
カエル」シナリオは、環境戦略産業として太陽光発電・超低燃費車（ハイブリッド車）などを示し、2010
年の CO2を 90年以下におさえつつ、2030年に向け脱原発を進める点が、後者と異なる。また総合エネ調は、
2010年向けの追加対策ケースと 2030年向けの省エネ進展ケースが連続していない。 
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